







































































































































































































































































































































































℡tm人ル・．ト℡ 14° 麗 ：鑑 ‾輪 106l
l
輸℡l帥 ト量　 128 繁 訟 ㌫ ㌢ 外 叫





l　　 州 輸　　 l
食輸輸℡ ＿J



























































































































































年 工 業 廃 棄 物 うち危 険 廃 棄 物 都 市 ごみ収 集量
1990 68 － 68
1995 107 － 107
2∝泊 816 8．3 118
2005 1，344 11．6 156
















































































































ofthe Use ofCertaln Hazardous Substancesin Electricaland Electronic
Equipmentの略称。
ilEUの廃電気電子機器の回収・リサイクルを目標とする指令（2003公布・
施行）。WEEEは、WasteElectricalandElectronicEquipmentDirective
の略称。
55http：／／www．enviroasia．info／news／news＿detail．php3／CO8010902J
560ECD．OECDEnvironmentalPerformanceReviews：CHINA．2007．pp．123
－144．
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資金を混合した資金調達の仕組みを作ること、また都市部以外でもごみ
処理サービスの有料化を進めること。
ごみ処理や資源回収を生業とする人びと（freelancers）に対して、より
衛生的で安全な状況で回収・リサイクリングを継続できるように設備、
制度的な支援、訓練の機会を提供すること。
社会、中小規模企業、産業部門において、廃棄物管理と効率的な資源利
用への意識を喚起すること。
5　東アジアにおける持続可能な循環資源の流通に向けて：おわりに代えて
5－1循環資源の国際流通への対応
中国に代表されるアジア諸国の急速な経済成長は予想を大きく超える資源
需要を生みだし、世界中の天然資源と循環資源を求める勢いである。既成事
実となっている循環資源の国際流通の光の側面（資源利用）と影の側面（環
境汚染）をどのように管理していけるのだろうか。東アジア地域を念頭に置
きながら、小島に拠って57、管理課題をあげておきたい。
（1）循環資源・再生資源・有害廃棄物・中古品などの区別の明確化
循環資源が、バーゼル条約上の手続きに則らずに不適正に国際取引される
背景には、循環資源・再生資源・有害廃棄物・中古品などの区別が明確でな
いことがある。バーゼル条約対象と非対称を区別するより明確な輸出入基準
を作成する必要がある。例えば、封形状の廃プラスチックスはバーゼル条約
の規制対象外であるが男、小島は、未洗浄の廃ペットボトルは衛生上からも
大量に残直が発生する可能性からも、バーゼル条約の事前通知・承認対象と
し、洗浄済みの廃ペットボトルはバーゼル条約の対象外とすることを提案し
57小島道一「アジアにおける適切な資源循環にむけて」小島道一編（2α）5）
所収、pp．168－178．
9バーゼル条約の付属書Ⅸ、B表
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ている。59家電製品の中古品と廃家電品との区別も同じく明確化が必要であ
る。
（2）循環資源の国際流通におけるトレーサビリティの確保
トレーサピリティは、循環資源とくに有害廃棄物の有効な管理システムの
基盤として重要である。日本の国内では、産業廃棄物を対象にして、廃棄物
処理の流れ紺を確認できるマニフェスト（産業廃棄物管理票）制度があるが、
その国際的展開が要請されている。その電子化も進めば、循環資源が、排出
者から適切に輸出先の再生資源業者まで流通したかどうかを迅速かつ的確に
チェックできる。
（3）有害廃棄物の国際流通の輸出入手続きの制度化と簡素化
法の抜け穴を塞ぎ罰則を強化するなど、バーゼル条約や関係する国内法の
執行面での強化が必要である一方、それらの法律上の規制が厳し過ぎて、適
切に循環資源を活用できる場合でも国際流通が難しくなっている面にも注意
が必要である。例えば、バーゼル条約で求められている事前通知・同意に関
する手続きに時間がかかることや国によっては輸出入の届出・審査の手続き
が制度化されていない国もあり、それらの整備が必要であるという。また、
環境規制が厳しくリサイクル技術も十分に高い国（日本など）への循環資源
の輸出については、逆に、輸出国側で輸出手続きの簡素化を考えることも必
要かもしれない。61この点については、輸出入国間で十分な実態把握と情報
交換が前提になる。
お小島道一編（2005）、p．168．なお、中国では末洗浄のペットボトルくずを
輸入禁止としているし、日本でもそれは「廃棄物」にあたるとして輸出を
規制している。
仰排出事業者（委託）→収集運搬業者→中間処理業者→収集運搬業者→最終
処分業者→排出事業者、とマニフェストが回り、委託した廃棄物処理の流
れを確認できる仕組み（廃棄物処理法）。
61小島道一編（2005）、p．171．
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（4）中古品の国際流通に関する仕組みづくり
循環資源に関しては、有害廃棄物とそれ以外のものに分け、有害廃棄物に
ついてはバーゼル条約等で事前通知・同意の制度の下で取引を管理する仕組
みが作られている。しかし、中古品・再製遣物品・中古生産設備に関しては、
越境移動をどう考えるかの国際的なコンセンサスはなく、各国が自国の思惑
でさまざまな規制を行っている。62
中古品等については、リユースやリサイクルによる資源有効利用のメリッ
トと短期間で廃棄物となる環境負荷などのデメリットがあり、早急に国際的
な仕組みづくりが必要である。例えば、中古品の輸出入の実態把膣の促進が
あるし部、さらに、輸出先の途上国に環境負荷をかけないために、中古品の輸
出前検査の義務づけと拡大生産者責任（EPR）の適用が不可欠であるとNG
Oは主張している。朗
（5）国内3Rの推進と国際協力
それぞれの国における循環型社会づくり・3Rの推進が第一であるが、そ
のためには国内の廃棄物による環境汚染対策とリサイクル産業を育成・向上
させていかなければならない。65その上で、ある国では実施不可能な廃棄物・
循環資源の有効な利用・処分を他の国で行うことにより、有害物の管理も含
め東アジア地域全体の環境負荷低減に資する場合が考えられ、その面での国
け小島道一編（2005）、pp．171－172．
63その1つは、国際的な貿易統計上の分類コードであるHS（HarmonlZed
CommodityDescriptlOnandCodingSystem）コードの細分化による中古品
の輸出の把握があり、日本では2008年1月から、家電リサイクル法対象の
4品目について、新品とそれ以外のものが新たに区分された。
64化学問題市民研究会「3Rイニシアティブの監視」http：／／www．ne．jp／asah
i／kagaku／pico／basel／3R／3R＿initiative．html参照。　　　　　　　、
ぬ途上匡＝こおける具体的な対策については、小島道一編（2005）、pp．172－175
を参照のこと。
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際協力・日本の貢献が期待されている。66
5－2　日本の3Rシステムの再構築
そのためにも、先ずは先述の国内循環型社会づくりの綻びを繕い、3Rシ
ステムの再構築を図ることである。循環資源の急速なグローバル化を想定し
ていなかった国内の3Rシステムはどのように再構築するべきか。視点は2
つあろう。1つは、環境性を重視して、法制度の抜け穴を塞いで国内完結型
の3R化を徹底する方向。もう1つは、効率的資源利用の側面にも配慮して
国内3Rと国際資源循環を調和的に行っていく方向である。67
廃棄物処理法やバーゼル条約における「国内処理原則」は基本原則であろ
う。例えば、先述の小金井市における例のように、市町村が高いコストをか
けて収集・運搬・処理したペットボトルが独自処理ルートで民間業者に引き
渡され、それが結果的に循環資源として輸出に回っているとすれば、国内リ
サイクルシステムの崩壊ばかりでなく、海外リサイクル産業の育成にも繋が
らない。なぜなら、市町村の収集・運搬・処理は税金が使われ、民間事業者
に補助金が支出されている場合も多い。結果的に、極めて安い価格で循環資
源が輸出されているからである。
しかし、例えばブラウン管（CRT）テレビでみると、家電リサイクル法で
は、鉛を含むCRTガラスの適正処理が必要であり、技術的に国内処理は可
能である。しかし国内では、すでにCRTテレビは製造しておらず、リサイ
クル後のガラスの需要は国内にはない。他方海外ではまだCRTを製造して
いるところがあり、静脈流通の透明性が確保されているのであれば、日本国
内で廃棄処理するよりは然るべき海外工場でCRTに再生するのがコスト的
にも循環資源の活用の上からも効率的と言えよう。68
わ環境省編（2006）、pp，57－62．
67細田衛士「3R国際資源循環」『廃棄物学会誌j Vol．17，No．2．2006、P．7．
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こうしてみると、持続可能な循環型社会にむけた循環資源の流通政策は、
国内完結型かグローバリゼーションに伴う市場原理優先かという二者択一の
時代ではなく、国内3Rと国際資源循環を調和的・戦略的に行っていく方向
となろう。
その方向を、細田は、国内3Rと国際資源循環の調和のためには、経済の
動脈系と静脈系の連鎖を合わせた生産物連鎖における静脈連鎖上の製品連鎖
統制（PPC）69の必要性を強調し、天然資源と再生資源の双方にかかわる包括
的な産業政策（資源循環戦略）が必要であるとしている。
国も循環型社会形成推進基本計画の見直しに当たって、国内資源循環完結
型から国際資源循環を取り込んだ施策を展開することになった。すなわち、
3Rイニシアティブの国際的推進を基盤として、一方でバーゼル条約の履行
（諸外国と連携し規制対象物の明確化、不法輸出入防止にむけたネットワー
クの充実）という規制強化策と、他方でリサイクル目的での日本への廃棄物
等の輸入などを、環境保全に配慮した上で国際移動の円滑化を図りたいとす
る規制緩和策を採ろうとしている。70
2008年夏に開催される環境がメインテーマの「洞爺湖サミット」で、日本
は3Rイニシアティブを強調するのであれば、国内3Rと循環資源の国際流
通が統合的・戦略的に展開されるより具体的な方策を提示しなければならな
い。
Q細田衛士、同上、p．6．
のPPCとは「動脈連鎖のより上流の部分でバッズの発生・排出抑制のメカニ
ズムを組み込むとともに、この二つの情報の非対称性をなくすことによっ
て残余物のフローを制御し、適正で効率的なリデュース・リユース・リサ
イクルを促進する施策である。」細田衛士、同上、pp．7－12．
70環境省「第2次循環型社会形成推進基本計画（案）」2008．2、http：／／www．
env．go．jp／press／press．php？serial＝9407
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